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１. 20年 8月中間期の連結業績（平成 20年 3 月 1 日 ～ 平成 20 年 8月 31 日）
 (1) 連結経営成績         （％表示は対前年中間期増減率）

　　　　　　百万円     ％　

20年 8月中間期 41,605 3.0 1,210 △ 5.2 1,321 △ 1.7 1,149 　  △ 4.8

19年 8月中間期 40,391 1.5 1,277 7.7 1,344 10.7 1,207        64.3

20年 2月期 80,956         － 2,326         － 2,496         － 1,997 　  　 －

円　　　　　銭 円　　　　　銭

20年 8月中間期 16         34 －         －

19年 8月中間期 17         16 －         －

20年 2月期 28         39 －         －

(参考)　 持分法投資損益　20年8月中間期　　－百万円　　　　　19年8月中間期　　－百万円　　　　20年2月期　　　－百万円

 (2) 連結財政状態

    百万円    百万円 　   ％ 円 　　　　銭

20年 8月中間期 289 　　　68

19年 8月中間期 275 　　　02

20年 2月期 281 　　　89

(参考）　　自己資本　　20年8月中間期　　20,375百万円　 　　19年8月中間期　　19,349百万円　  　20年2月期　　19,830百万円

 （3） 連結キャッシュ・フローの状況

    百万円    百万円 　    百万円    百万円

20年 8月中間期 　　　　　5,302

19年 8月中間期 　　　　　3,669

20年 2月期 　　　　　4,686

２. 配当の状況

（基準日） 中間期末 期末 年間

 　　　円　　銭  　　　円　　銭  　　　円　　銭

20年2月期 － 　　7　　00 　　7　　00

21年2月期 －

21年2月期（予想） 　　7　　00

３. 21年 2月期の連結業績予想（ 平成 20年 3 月 1 日  ～  平成 21年 2 月 28日 ）
　　　　（％表示は対前期増減率）

　

　　　　円　　   　銭

通　　　期 83,600 3.3 2,350 1.0 2,500 0.2 2,050 2.7 29 　　　14

平成20年11月28日

            百万円　　   ％

1株当たり

現金及び現金同等物

期末残高

当  期  純  利  益

△ 2,101

当期純利益
売　上　高 営　業　利　益

              百万円　    　％

財務活動による

              百万円　    　％               百万円　    　％               百万円　    　％

キャッシュ・フロー

   　       △ 985

△ 1,606

経  常  利  益

              65.3

自己資本比率

売　上　高  営　業  利  益　

（当期 ）純利益

              百万円　    　％

中間(当期)純利益

純  資  産

20,375

１株当たり配当金

キャッシュ・フロー

29,765

30,369

19,349

19,830

営業活動による 投資活動による

△ 263

　　7　　00

3,881

 経　常  利  益　

キャッシュ・フロー

△ 489

2,263 △ 155

潜在株式調整後1株当たり

              65.0

2,091

中間（当期）純利益

30,464

  総  資  産

              66.9

１株当たり中間  

              百万円　    　％

１株当たり純資産

-1-



㈱東武ストア（8274）　平成21年2月期 中間決算短信

４．その他

　（1） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無

　（2） 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための

　　　　基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

　　　①　会計基準等の改正に伴う変更 無

　　　②　①以外の変更 無

　（3） 発行済株式数（普通株式）

　　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年8月中間期 70,521,442株　19年8月中間期 70,521,442株　20年2月期 70,521,442株

　　　②　期末自己株式数 20年8月中間期     183,084株  19年8月中間期     163,415株   20年2月期    171,654株

　　　　（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、19ページ「１株当たり情報」を

　　　　　　　ご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１. 20年 8月中間期の個別業績（平成 20年 3 月 1 日 ～ 平成 20 年 8月 31 日）

 (1) 個別経営成績 　　　　（％表示は対前年中間期増減率）

　　　　　　百万円     ％　

20年 8月中間期 40,497 2.7 1,203 △ 5.2 1,309 △ 1.8 1,142 　　△ 5.0

19年 8月中間期 39,429 1.3 1,268 7.0 1,333 10.0 1,202 　   　66.4

20年 2月期 78,886 － 2,309 － 2,475 － 1,987 －

円　　　　　銭

20年 8月中間期 16         24

19年 8月中間期 17         10

20年 2月期 28         25

 (2) 個別財政状態

    百万円    百万円 　   ％ 円 　　　　　銭

20年 8月中間期 287 　　　78

19年 8月中間期 273 　　　30

20年 2月期 280 　　　08

２. 21年 2月期の個別業績予想（ 平成 20年 3 月 1 日  ～  平成 21年 2 月 28日 ）

          （％表示は対前期増減率）

　

　　　　円　　   　銭

通　　　期 81,400 3.2 2,350 1.8 2,500 1.0 2,050 3.2 29 　　　14

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

      最近の業績の動向等を踏まえ平成20年7月2日の第１四半期財務・業績の概況発表時に公表した通期業績予想を修正しております。

      また、上記の業績予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。

      実際の業績は、今後様々な要因によって上記業績予想とは異なる結果となる可能性があります。

      なお、前頁の連結業績予想に関する事項は、5ページを参照してください。

            百万円　　   ％

              百万円　    　％               百万円　    　％               百万円　    　％

              百万円　    　％               百万円　    　％               百万円　    　％

(参考）　　自己資本　　20年8月中間期　　20,242百万円　 　　19年8月中間期　　19,228百万円　  　20年2月期　　19,703百万円

20,242

19,228

30,097

29,434

１株当たり純資産

29,991 19,703               65.7

中間（当期）純利益 経　常  利  益　

１株当たり中間 
(当期)純利益

当期純利益

営　業　収　益  営　業  利  益　

純  資  産 自己資本比率  総  資  産

              67.3

              65.3

1株当たり
当  期  純  利  益営　業　収　益 営　業　利　益 経  常  利  益
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経 営 成 績 

１．経営成績に関する分析 

（１）当中間連結会計期間の業績の概況 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融市場混乱の長期化、米国経済の 

 減速並びに原油価格や原材料価格の高騰による企業業績の悪化等により、景気は減速から後  

 退局面へ推移致しました。 

  当小売業界におきましては、中国製冷凍餃子中毒事件の発生などにより食の安全への関心

の高まりから、「内食志向」が高まり食料品販売に追い風となった一面はあったものの、ガ

ソリンや食料品等の生活必需品の相次ぐ値上げから消費者の「節約志向」の高まり、また業

種、業態を超えた企業間競争の激化なども相まって、引き続き厳しい状況で推移致しました。 

  このような情勢のもと、当社グループは｢新中期経営計画“ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ１０００ 

ＰＬＡＮ”｣(平成 19年度～平成 22年度）に基づき諸施策の徹底を図った結果、当中間連結 

 会計期間の業績は以下のとおりとなりました。 

                            （単位：百万円、％） 

前年 同期比  

項 目 

当 中 間 

連結会計期間 

前 中 間 

連結会計期間 増  減 増 減 率 

売 上 高 ４１，６０５ ４０，３９１ ＋１，２１４ ＋  ３．０  

営 業 利 益 １，２１０  １，２７７ △   ６７ △  ５．２ 
経 常 利 益 １，３２１  １，３４４ △   ２３ △  １．７ 
中間純利益 １，１４９  １，２０７ △   ５８ △  ４．８ 
 

 

（２）事業別営業概況 

１）小売業          

売上高  401億 27百万円（前年同期比 2.7％増）  

 

＜株式会社東武ストア＞ 

  株式会社東武ストアでは、「新中期経営計画」の２年目にあたり、以下の諸施策の徹底 

を図ってまいりました。 

‹１›売上、粗利向上策 

 ①「Ｖマーク商品」の拡販 

   私鉄系スーパー大手８社が共同で商品開発を進めてきた八社会のプライベートブラン 

ド商品「Ｖマーク商品」の拡販に努めました。同商品は食料品の相次ぐ値上げによる 

消費者の節約志向が強まる中で、高品質で値頃感があることからお客様の支持も高ま 

り、粗利益率の改善に大きく貢献致しました。 
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  ②ナイトマーケットの拡大 

   生鮮食品や加工食品の夜間重点販売商品を月別に選定し、東武ストアポイントカード 

   の「とくとくポイント」の実施、通勤帰りのサラリーマンやＯＬをターゲットに東武 

鉄道の社内中吊り広告の実施等、プロモーション強化によるナイトマーケットの拡大 

に努めてまいりました。 

  ③販売チャンスロスと値引・廃棄ロスの削減 

   惣菜部門や水産部門に店舗主導の「時間帯別製造指示書」を導入して、タイムマーチ 

   ャンダイジングの精度を向上させることにより、値引・廃棄ロスを削減し、粗利益率 

の改善と常に新鮮な商品を提供できる仕組みづくりに努めてまいりました。 

    ④ＦＳＰ（東武ストアポイントカード）活用のレベルアップ 

本年７月に東武ストアポイントカード会員は５０万人を突破しましたが、買上単価ア 

ップを図って限定商品に対するポイントサ―ビスを行い、会員の活性化に努めました。 

また会員の買物情報を分析して販売促進活動に活用し、売上、利益の拡大に繋げてま 

いりました。 

‹２›既存店の改装 

食品部門の販売力強化を目的に小豆沢店、新柏店等５店舗の改装を行いました。 

 ‹３›顧客満足度アップのための施策 

   外部の専門機関により、店舗毎に店舗オペレーションの定期的な遂行度調査を実

施し、遂行度の低い項目の改善を図ることにより、お客様の満足度アップに努め

てまいりました。 

‹４›人材の育成 

   店舗の要となる部門マネージャーの育成を目的としたＭＳＰ（マネージャー・ス 

キルアップ・プログラム）を継続推進し、当上期から受講生を増員して、ピッチ

を上げて取組んでまいりました。 

 ‹５›経費の削減 

   電気料を中心とした光熱水道費の更なる削減とともに、購買コンサルタントを起 

   用して一般経費、設備投資等に掛る経費の削減に努めてまいりました。 

 

＜株式会社東武フーズ＞ 

      当社店舗内を中心にファストフード店、インストアベーカリー等を運営している株式

会社東武フーズでは、ファストフードとベーカリーの２大事業のバランスを取りながら

効率化を追求して、安定した利益を確保できる企業体質の強化に努めてまいりました。 

 

２）その他 

売上高  14億 78百万円（前年同期比 10.9％増） 

 

  その他と致しましては、子会社の株式会社東武警備サポートが警備業、メンテナンス業、

人材派遣業を行っているほか、当社物流センターにおける配送料収入等があります。 

株式会社東武警備サポートでは、「営業体制の強化による外部取引の拡大」「教育体制 
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の強化による資質の向上」「管理体制の強化による増員計画の実現」の目標達成に向けて 

取組んでまいりました。 

 

（３）通期の見通し 

連結業績見込 

売上高   836億円    （前期比 3.3％増） 

    営業利益   23億 50百万円（前期比 1.0％増） 

    経常利益   25億円       （前期比 0.2％増） 

    当期純利益  20億 50百万円（前期比 2.7％増） 

 

  今後のわが国経済は、景気が後退局面で低調に推移し、小売業界におきましても個人消 

費の低迷及び競争の激化等により、厳しい状況で推移するものと予測されます。 

斯かる状況の中で、当社グループにおきましては「新中期経営計画“ＣＨＡＬＬＥＮＧ

Ｅ １０００ ＰＬＡＮ”」（平成 19年度～平成 22年度）に掲げた①新店開発（4年間で

20 数店舗を出店）、②従業員の採用、教育の拡大、充実、③既存店の改装を通じて活性

化と収益基盤の一層の充実等の諸施策を推進するとともに、店舗の競争力を高め、競合店

との差別化を図るために、次の事項を重点施策として取組んでまいります。 

 

‹１›ＭＤ（マーチャンダイジング）の強化 

  商品の美味しさにこだわり、健康・安心・安全にこだわった商品、及び「地産地消」 

  にこだわって販売に取組む。 

‹２›鮮度の強化 

  生鮮食品・日配食品の鮮度アップを実施することで、卓越した鮮度の良い商品を提供 

し、鮮度強化のイメージを確立して、競合店との差別化を図る。 

‹３›販売の質のレベルアップ 

  ①分かりやすい表示や分かりやすい商品説明と試食販売や実演販売を強化する。 

  ②販売員の接客と技能のレベルアップを図る。 

 

以上のとおり、当社グループにおきましては、同質化競争からさらに一段レベルの高 

 いスーパーへの変革を目指してまいります。 

 

◎ 新中期経営計画“ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ １０００ ＰＬＡＮ”（平成 19 年度～平成 22

年度）の骨子 

目的 成長戦略に舵を切る。最終年度（平成 22年度）の目標は連結売上高 1,000億円 

    連結経常利益 30億円以上 

施策 ①新店開発（4年間で 20 数店舗を出店） 

   ②従業員の採用、教育の拡大、充実 

    ③既存店の改装を通じて活性化と収益基盤の一層の充実 
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２．財政状態に関する分析 

（１）資産、負債及び純資産の状況 

   総資産は、前期末に比べ 95百万円増加し、304億 64百万円となりました。 

   現金及び預金が 2 億 16 百万円、及び余剰資金を運用しております有価証券が 4 億円

それぞれ増加し、一方、減価償却等により固定資産が 3 億 94 百万円減少したこと等が

要因です。 

   負債の部は、前期末に比べ 4億 50百万減少し、100億 88百万円となりました。 

   約定弁済により借入金が 4億 91百万円減少したこと等が要因です。 

   なお、かねてより発行しておりましたポイントカードのポイントについて、今後発生

すると予測される費用に対し、当中間連結会計期間末に、ポイント引当金を 1 億 12 百

万円計上しました。 

   純資産の部は、前期末に比べ 5億 45百万円増加し、203億 75百万円となりました。 

   当中間連結会計期間中に剰余金の配当を 4 億 92 百万円支出しましたが、中間純利益

11億 49百万円を計上したこと等により、株主資本は前期末に比べ 6億 53百万円増加し

ました。 

   また、その他有価証券評価差額金が時価の下落により前期末に比べ 1億 7百万円減少

しました。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

   当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ 6 億 16 百万円

増加し、53億 2百万円となりました。 

   「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、20億 91百万円の収入となり、前年同期 

  に比べ 1億 72百万円減少しました。税金等調整前中間純利益が前年同期比 52百万円減  

  少したことに加え、仕入債務の増加額が前年同期比 2億 67 百万円減少しましたが、一 

  方、当中間連結会計期間末にポイント引当金を 1 億 12 百万円新たに計上したこと等に

よるものです。 

   「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、4億 89百万円の支出となり、前年同期に 

  比べ 3億 34百万円支出が増加しました。当中間期は前年同期に比べ、店舗改装等によ  

  る有形固定資産の取得に係る支出が 1億 66百万円増加したこと、及び計画店に係る予 

  約証拠金等の支出が 1億 35百万円発生したこと等によるものです。 

   「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、9億 85百万円の支出となり、前年同期 

  に比べ 6億 21百万円支出が減少しました。短期・長期借入金の返済が前年同期よりも 

  6億 20 百万円減少したこと等によるものです。 
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〔キャッシュ・フロー指標のトレンド〕 

  平成 20年度中間 平成 19年度中間 平成 20年２月期 

自己資本比率 ６６．９％  ６５．０％  ６５．３％  

時価ベースの自己資本比率 ９１．４％  ８２．７％  ８３．９％  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ０．４年  ０．６年  ０．５年  

インタレスト・カバレッジ・レシオ １５３．３倍  ９７．４倍  ９６．１倍  

注１. 自己資本比率：自己資本/総資産
２. 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産
３. キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー
４. 中間期末におけるキャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/（営業キャッシュ・フロー×2）
５. インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い
※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
※ 株式時価総額は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。
※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業キャッシュ・フローを使用しております。
※ 利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 

３．利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

   当社は、経営基盤の強化及び将来の事業展開への備えなどを勘案しつつ、株主の皆様

に業績に応じた、かつ安定的な配当を継続することを基本的な配当政策と考えておりま

す。 

   内部留保資金につきましては、店舗の新設、改装及び情報化投資等に有効活用してま

いります。 

   当連結会計年度の配当につきましては、期初の予想どおり期末配当金 1株当たり 7円

を実施する予定であります。 

  

４．事業等のリスク 

    本中間決算短信に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事業等のリスクに関する事項には以下のようなものがありますが、これらのリスク

発生の回避に継続的に努めてまいる所存であります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末においてリスク発生の可能

性があると判断したものであります。 

 

①競合の激化に対するリスク 

  当社は、東京都、埼玉県、千葉県の首都圏を地盤としてスーパーマーケットを展開し 

ておりますが、この地域はすでにオーバーストアの状況にあり、今後も同業他社の相 

次ぐ出店が予測されております。同一商圏内への大型競合店の出店は店舗の営業成績 

 に大きな影響を与える可能性があり、多くの既存店でこうした競合店舗の参入があっ 

た場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

②商品の調達に対するリスク 

  当社は、食を中心としたスーパーマーケットとして、安心・安全な食品を安定的に提 

  供することが最も重要であると考えておりますが、それらの食品は鳥インフルエンザ 
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等の発生、輸入品の場合には輸出国側の食品衛生上の管理不備の問題など一企業だけ 

で対応することのできない課題が発生するリスク、また産地の天候不順による供給不 

足、輸入品であれば輸出国の政治や社会情勢不安による供給不足等による価格の高騰 

のリスクがあり、これらは当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③自然災害に対するリスク 

  台風や地震による自然災害で店舗施設が損壊し営業が中断することで、売上の大幅減 

少に繋がる可能性があり、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性がありま 

す。 

④景気動向等の影響に対するリスク 

  当社グループが営む小売事業は景気や個人消費の動向、冷夏・暖冬等の気象状況の影響

を受けます。個人消費低迷の長期化や異常気象は当社グループの業績に大きな影響を与

える可能性があります。 

⑤個人情報管理に対するリスク 

  当社グループでは、顧客情報などの個人情報を保有しております。 

  これらの個人情報の取扱いにつきましては、「個人情報保護方針」、「個人情報保護規程」 

等を策定し、その管理については万全を期しておりますが、犯罪行為やコンピューター

システムのトラブルにより顧客情報が流出する可能性があります。 

こうした顧客情報流出の発生により社会的信用を失うことは、企業イメージを悪化させ、 

社会的信用の喪失を招き、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 
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企 業 集 団 の 状 況 

当社グループは、当社及び子会社 2社で構成され、小売り及び小売り周辺事業を主な内容

とする事業活動を展開しております。 

なお、子会社 2社はいずれも連結子会社であります。 

小売業・・・当社がスーパーマーケットチェーンを展開している他、株式会社東武フー 

ズがファストフード店、インストアベーカリー等の運営を行っており、主 

に当社店舗内に出店しております。 

その他・・・株式会社東武警備サポートが、店舗、駐車場の保全管理及び店舗業務の受託 

等を行っており、当社店舗についても行っております。 

 

 なお、その他の関係会社は、丸紅フーズインベストメント株式会社及びその親会社である

丸紅株式会社並びに東武鉄道株式会社であります。 

 

 事業の系統図は次のとおりであります。 
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 経  営  方  針 

１．会社の経営の基本方針 

  当社グループは、首都圏を地盤として展開しているスーパーマーケット「東武ストア」 

とその周辺業務を主な内容として事業活動を展開している子会社2社より構成されており 

ます。 

  当社グループは、「地域社会への奉仕と貢献」を企業理念とし、「お客様第一」のモット 

ーのもと、「より良い品をより安く」提供することで地域のお客様のニーズにお応えし、 

よって発展してゆくことを経営の基本方針と致しております。 

 

２．目標とする経営指標 

  当社グループ連結の経常利益率３．０％を確実に達成できる企業を目指してまいります。 

 

３．会社の対処すべき課題及び中長期的な会社の経営戦略 

当社グループにおきましては、「新中期経営計画“ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ １０００ 

ＰＬＡＮ”｣(平成 19年度～平成 22年度）に掲げた諸施策を推進するとともに、店舗の競

争力を高め、競合店との差別化を図るために、同質化競争からさらに一段レベルの高いス

ーパーへの変革を目指して、次の事項を重点施策として取組んでまいります。 

 

‹１›ＭＤ（マーチャンダイジング）の強化 

   商品の美味しさにこだわり、健康・安心・安全にこだわった商品、及び「地産地消」 

   にこだわって販売に取組む。 

‹２›鮮度の強化 

   生鮮食品・日配食品の鮮度アップを実施することで、卓越した鮮度の良い商品を提

供し、鮮度強化のイメージを確立して、競合店との差別化を図る。 

 ‹３›販売の質のレベルアップ 

   ①分かりやすい表示や分かりやすい商品説明と試食販売や実演販売を強化する。 

   ②販売員の接客と技能のレベルアップを図る。 
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　　　　　　　　　　期　　　　別

科　　　　目

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

現 金 及 び 預 金 1,902 3,669 1,686

売 掛 金 534 451 520

有 価 証 券 3,400 － 3,000

た な 卸 資 産 1,866 1,943 1,945

繰 延 税 金 資 産 2 2 2

そ の 他 1,565 1,563 1,626

流 動 資 産 合 計 9,272 30.4 7,629 25.6 8,782 28.9

建 物 及 び 構 築 物 8,072 8,067 8,215

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 12 13 13

器 具 備 品 1,083 1,134 1,122

土 地 3,149 3,149 3,149

建 設 仮 勘 定 9 － －

有 形 固 定 資 産 合 計 12,328 40.5 12,365 41.6 12,500 41.2

ソ フ ト ウ ェ ア 350 456 428

そ の 他 65 52 59

無 形 固 定 資 産 合 計 416 1.4 509 1.7 488 1.6

投 資 有 価 証 券 814 1,242 924

差 入 保 証 金 3,129 3,826 3,271

差 入 敷 金 3,491 3,391 3,491

前 払 年 金 費 用 822 735 799

そ の 他 189 64 111

投資その他の資産合計 8,447 27.7 9,260 31.1 8,597 28.3

21,192 69.6 22,135 74.4 21,586 71.1

30,464 100.0 29,765 100.0 30,369 100.0

前連結会計年度の

（平成20年2月29日現在）

構成比

要約連結貸借対照表

金　　　額

資 産 合 計

構成比 構成比

（資　産　の　部）

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末

流 動 資 産

固 定 資 産

（平成20年8月31日現在） （平成19年8月31日現在）

金　　　額 金　　　額

-11-
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　　　　　　　　　　期　　　　別

科　　　　目

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

買 掛 金 3,233 3,223 3,063

一 年 以 内 に 返 済 す る

長 期 借 入 金 902 982 952

未 払 法 人 税 等 104 97 152

未 払 消 費 税 192 148 175

賞 与 引 当 金 161 158 179

役 員 賞 与 引 当 金 － － 26

商品券等回収損失引当金 39 － 43

ポ イ ン ト 引 当 金 112 － －

そ の 他 1,611 1,378 1,784

流 動 負 債 合 計 6,357 20.9 5,988 20.1 6,377 21.0

長 期 借 入 金 710 1,612 1,151

退 職 給 付 引 当 金 2,622 2,540 2,595

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 135 － 148

繰 延 税 金 負 債 2 16 4

そ の 他 261 257 260

固 定 負 債 合 計 3,731 12.2 4,427 14.9 4,160 13.7

10,088 33.1 10,415 35.0 10,538 34.7

資 本 金 9,022 29.6 9,022 30.3 9,022 29.7

資 本 剰 余 金 8,061 26.5 8,060 27.1 8,061 26.5

利 益 剰 余 金 6,369 20.9 4,922 16.5 5,713 18.8

自 己 株 式 △ 48 △ 0.2 △ 39 △ 0.1 △ 43 △ 0.1

株 主 資 本 合 計 23,405 76.8 21,965 73.8 22,752 74.9

その他有価証券評価差額金 422 1.4 835 2.8 529 1.8

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 3,451 △ 11.3 △ 3,451 △ 11.6 △ 3,451 △ 11.4

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 3,029 △ 9.9 △ 2,616 △ 8.8 △ 2,922 △ 9.6

純 資 産 合 計 20,375 66.9 19,349 65.0 19,830 65.3

負 債 及 び 純 資 産 合 計 30,464 100.0 29,765 100.0 30,369 100.0

（平成20年2月29日現在）

構成比

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成20年8月31日現在） （平成19年8月31日現在）

構成比 構成比

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

   （ 純　資　産　の  部 ）

   （ 負  債  の  部 ）

金　　　額 金　　　額 金　　　額

-12-
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　　　　　　   　  　期　　　　　別

  自　平成20年3月 １日   自　平成19年3月 １日

  科　　　　目   至　平成20年8月31日   至　平成19年8月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

41,605 100.0 40,391 100.0 80,956 100.0

30,768 74.0 29,918 74.1 59,839 73.9

売 上 総 利 益 10,837 26.0 10,472 25.9 21,117 26.1

9,626 23.1 9,195 22.7 18,790 23.2

営 業 利 益 1,210 2.9 1,277 3.2 2,326 2.9

145 0.4 126 0.3 283 0.3

34 0.1 59 0.2 113 0.1

経 常 利 益 1,321 3.2 1,344 3.3 2,496 3.1

117 0.3 88 0.2 396 0.5

税金等調整前中間（当期）純利益 1,203 2.9 1,255 3.1 2,100 2.6

54 0.1 47 0.1 103 0.1

△ 0 △ 0.0 0 0.0 △ 0 △ 0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,149 2.8 1,207 3.0 1,997 2.5

営 業 外 収 益

売 上 高

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 費 用

中 間 連 結 損 益 計 算 書

百分比 百分比

売 上 原 価

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

金　　額 金　　額 百分比

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

  自　平成19年3月 １日

  至　平成20年2月29日

金　　額

-13-
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当中間連結会計期間　（自　平成20年3月1日　　至　平成20年8月31日）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 その他 土地 純資産

合計 有価証券 再評価 合計

評価差額金 差額金

平成20年2月29日残高 9,022 8,061 5,713 △ 43 22,752 529 △ 3,451 19,830

中間連結会計期間中の変動額

　　剰余金の配当 - - △ 492 - △ 492 - - △ 492

　　中間純利益 - - 1,149 - 1,149 - - 1,149

　　自己株式の取得 - - - △ 5 △ 5 - - △ 5

　　自己株式の処分 - 0 - 0 1 - - 1

　　株主資本以外の項目の中間

　　連結会計期間中の変動額 （純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 - 0 656 △ 4 652 △ 107 - 545

平成20年8月31日残高 9,022 8,061 6,369 △ 48 23,405 422 △ 3,451 20,375

前中間連結会計期間　（自　平成19年3月1日　　至　平成19年8月31日）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 その他 土地 純資産

合計 有価証券 再評価 合計

評価差額金 差額金

平成19年2月28日残高 9,022 8,060 4,207 △ 34 21,255 711 △ 3,451 18,516

中間連結会計期間中の変動額

　　剰余金の配当 - - △ 492 - △ 492 - - △ 492

　　中間純利益 - - 1,207 - 1,207 - - 1,207

　　自己株式の取得 - - - △ 5 △ 5 - - △ 5

　　自己株式の処分 - 0 - 0 0 - - 0

　　株主資本以外の項目の中間

　　連結会計期間中の変動額 （純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 - 0 715 △ 5 709 123 - 833

平成19年8月31日残高 9,022 8,060 4,922 △ 39 21,965 835 △ 3,451 19,349

中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(単位：百万円）

株　主　資　本 評価・換算差額等

△ 107

(単位：百万円）

株　主　資　本 評価・換算差額等

- - - - -

123

△ 107 -

- - - - - 123 -

-14-
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書　（自　平成19年3月1日　　至　平成20年2月29日）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 その他 土地 純資産

合計 有価証券 再評価 合計

評価差額金 差額金

平成19年2月28日残高 9,022 8,060 4,207 △ 34 21,255 711 △ 3,451 18,516

連結会計年度中の変動額

　　剰余金の配当 - - △ 492 - △ 492 - - △ 492

　　当期純利益 - - 1,997 - 1,997 - - 1,997

　　自己株式の取得 - - - △ 10 △ 10 - - △ 10

　　自己株式の処分 - 0 - 1 1 - - 1

　　株主資本以外の項目の連結

　　会計年度中の変動額 （純額）

連結会計年度中の変動額合計 - 0 1,505 △ 8 1,496 △ 182 - 1,314

平成20年2月29日残高 9,022 8,061 5,713 △ 43 22,752 529 △ 3,451 19,830

-

(単位：百万円）

株　主　資　本 評価・換算差額等

- △ 182 - △ 182- - -
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　　　　　　　期　　　　別

自 平成20年3月 １日 自 平成19年3月 １日

科　　　　　目 至 平成20年8月31日 至 平成19年8月31日
金　　　　　額 金　　　　　額 金　　　　　額

百万円 百万円

1,203 1,255 2,100

612 549 1,113

－ － 34

5 1 4

△ 23 △ 62 △ 125

△ 18 △ 16 5

△ 26 △ 23 2

△ 4 － 43

112 － －

26 61 116

△ 12 － 148

△ 27 △ 22 △ 36

13 22 39

9 69 112

△ 13 △ 10 △ 79

79 167 164

170 437 277

16 △ 88 △ 62

154 189 －

△ 214 △ 121 －

172 58 －

△ 55 △ 103 120

2,182 2,365 3,981

25 16 37

△ 13 △ 23 △ 40

△ 103 △ 95 △ 97

2,091 2,263 3,881

0 － －

△ 417 △ 251 △ 859

△ 39 △ 3 △ 37

100 95 840

△ 3 △ 12 △ 274

3 15 81

△ 135 0 △ 12

△ 489 △ 155 △ 263

－ △ 100 △ 100

△ 491 △ 1,011 △ 1,502

△ 5 △ 5 △ 10

1 0 1

△ 490 △ 490 △ 490

△ 985 △ 1,606 △ 2,101

Ⅳ． 616 500 1,517

Ⅴ． 4,686 3,168 3,168

Ⅵ． 5,302 3,669 4,686

至 平成20年2月29日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ・ ﾌ ﾛ ｰ 計 算 書

自 平成19年3月 １日

前連結会計年度の要約

百万円

支 払 利 息

有 形 固 定 資 産 等 除 却 損 及 び 廃 棄 損

た な 卸 資 産 の 増 減 額

売 上 債 権 の 増 減 額

減 価 償 却 費

投 資 そ の 他 の 資 産 の 償 却 額

前 払 年 金 費 用 の 増 減 額

商 品 券 等 回 収 損 失 引 当 金 の 増 減 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

未 収 入 金 の 増 減 額

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

　営業活動によるキャッシュ・フロー

法 人 税 等 の 支 払 額

仕 入 債 務 の 増 減 額

未 払 消 費 税 の 増 減 額

未 払 金 の 増 減 額

未 払 費 用 の 増 減 額

小　　　　　　　　　　計

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

そ の 他

そ の 他 の 投 資 活 動 に よ る 支 出

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

差 入 保 証 金 ・ 敷 金 の 差 入 に よ る 支 出

そ の 他 の 投 資 活 動 に よ る 収 入

差 入 保 証 金 ・ 敷 金 の 回 収 に よ る 収 入

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

配 当 金 の 支 払 額

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

ポ イ ン ト 引 当 金 の 増 減 額

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

減 損 損 失

役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額

賞 与 引 当 金 の 増 減 額

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
  建物及び構築物 8～39年         機械装置及び運搬具 5～14年
  器具備品 3～15年

　（追加情報）
   法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基
づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得
価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しておりま
す。
   これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益がそれぞれ52百万円減少しております。

重要な引当金の計上基準

　１．ポイント引当金

   ポイントカード制度により顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備え、ポイント未使用残高に対
し、使用実績率に基づき算出した将来使用されると見込まれる額を計上しております。

　（追加情報）
   従来、ポイントカード制度により付与したポイントについては、ポイント使用時に費用処理しておりましたが、
制度導入以来相当の年数が経過し、使用実績率の把握が可能になったことから、より適正な期間損益計算
を目的として当中間連結会計期間より、将来使用されると見込まれる額をポイント引当金として計上しており
ます。
   これに伴い、当中間連結会計期間に発生したポイントに対応する金額を販売費及び一般管理費に、過年
度に発生したポイントに対応する金額を特別損失に計上しております。
   この結果、従来の方法によった場合と比較して営業利益及び経常利益は12百万円、税金等調整前中間
純利益は112百万円減少しております。

　２．商品券等回収損失引当金

   一定期間経過後に収益に計上している未回収の商品券等について、将来回収された場合に発生する損
失に備え、過去の回収実績に基づき損失発生見込額を計上しております。

　（追加情報）
   一定期間経過後に収益に計上した未回収の商品券等は、従来、回収時に費用処理しておりましたが、前
連結会計年度の下期より、過去の回収実績に基づき、損失発生見込額を引当金として計上する方法に変更
しております。
   従って前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間と同一の方法を採用した
場合と比べ、税金等調整前中間純利益が35百万円多く計上されております。

　３．役員退職慰労引当金

   役員退職慰労金の支出に備え、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。

　（追加情報）

   役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、前連結会計年度の下期より、内規

に基づく期末要支給額を引当金として計上する方法に変更しております。

   従って、前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間と同一の方法を採用した

場合と比べ、営業利益及び経常利益は16百万円、税金等調整前中間純利益は131百万円多く計上されて

おります。

   上記の変更以外は、最近の半期報告書 （平成19年11月21日提出） における記載から重要な

変更がないため開示を省略します。
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注　記　事　項

(中間連結損益計算書関係）

１． 販売費及び一般管理費のうち

主要な科目及び金額

471 百万円 470 百万円 939 百万円

3,492 百万円 3,335 百万円 6,756 百万円

110 百万円 67 百万円 134 百万円

154 百万円 151 百万円 173 百万円

678 百万円 625 百万円 1,268 百万円

2,174 百万円 2,129 百万円 4,262 百万円

612 百万円 549 百万円 1,113 百万円

２． 営業外収益の主な内訳

81 百万円 63 百万円 158 百万円

17 百万円 14 百万円 25 百万円

10 百万円 9 百万円 19 百万円

３． 営業外費用の主な内訳

14 百万円 21 百万円 31 百万円

13 百万円 22 百万円 39 百万円

４． 特別損失の主な内訳

100 百万円 - 百万円 - 百万円

13 百万円 82 百万円 188 百万円

- 百万円 - 百万円 115 百万円

- 百万円 - 百万円 35 百万円

- 百万円 - 百万円 34 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間（期末）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係

1,902 百万円 3,669 百万円 1,686 百万円
3,400 百万円 - 百万円 3,000 百万円
5,302 百万円 3,669 百万円 4,686 百万円

（セグメント情報）
１． 事業の種類別セグメント情報

　当企業集団は、加工食品・生鮮食品などの食品を中心に衣料品、生活用品等の各種小売を主要な
事業といたしております。
　この小売業に係るセグメントの売上高、営業利益が全セグメントの売上高合計及び営業利益合計の

９０％超のため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

２． 所在地別セグメント情報

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。

３． 海外売上高

海外売上高はありませんので、該当事項はありません。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

商品券等回収損失引当金繰入額

給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

賞 与 引 当 金 繰 入 額

光 熱 水 道 費

不 動 産 賃 借 料

減 価 償 却 費

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

広 告 宣 伝 費

　　　前連結会計年度
現 金 及 び 預 金

受 取 手 数 料

受 取 地 代 家 賃

支 払 利 息

受 取 利 息

ポ イ ン ト 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 廃 棄 損

減 損 損 失

固 定 資 産 除 却 損

有 価 証 券
現 金 及 び 現 金 同 等 物

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
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（１株当たり情報）

（１）１株当たり純資産額
（２）１株当たり中間（当期）純利益

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

中間（当期）純利益 1,149 百万円 1,207 百万円 1,997 百万円
普通株主に帰属しない金額 - 百万円 - 百万円 - 百万円
普通株式に係る中間（当期）純利益 1,149 百万円 1,207 百万円 1,997 百万円
普通株式の期中平均株式数 70,344,631 株 70,364,500 株 70,357,946 株

（重要な後発事象）
該当事項はありません。

(開示の省略）
　　リース取引、有価証券、デリバティブ取引等に関する注記事項については、中間決算短信における
開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

16円34銭

当中間連結会計期間 前連結会計年度前中間連結会計期間

28円39銭17円16銭
281円89銭　275円02銭　289円68銭　

前連結会計年度当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

-19-



㈱東武ストア（8274）　平成21年2月期 中間決算短信

　　　　　　期　　別 対前年

中間期

　区　　　分 金　額 月平均 構成比 金　額 月平均 構成比 増減率 金　額 月平均 構成比

％ ％ ％ ％

加 工 食 品 15,420 2,570 37.1 14,607 2,434 36.2 5.6 29,360 2,446 36.3

生 鮮 食 品 14,753 2,458 35.5 14,079 2,346 34.8 4.8 28,402 2,366 35.1

衣 料 品 1,893 315 4.5 2,177 362 5.4 △ 13.1 4,191 349 5.2

生 活 用 品 1,513 252 3.6 1,588 264 3.9 △ 4.8 3,233 269 4.0

商 事 306 51 0.7 317 52 0.8 △ 3.5 620 51 0.8

専 門 店 6,240 1,040 15.0 6,287 1,047 15.6 △ 0.7 12,357 1,029 15.2

小　　　　計 40,127 6,687 96.4 39,058 6,509 96.7 2.7 78,165 6,513 96.6

警 備 業 等 1,478 246 3.6 1,333 222 3.3 10.9 2,791 232 3.4

売 上 高 計 41,605 6,934 100.0 40,391 6,731 100.0 3.0 80,956 6,746 100.0

販 売 の 状 況

〔小　売　業〕

〔そ　の　他〕

（単位：百万円）

前連結会計年度前中間連結会計期間当中間連結会計期間
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　　　　　　　期　　　　　別

科　　　　　目

 構成比  構成比  構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

現 金 及 び 預 金 1,819 3,607 1,622

売 掛 金 334 254 281

有 価 証 券 3,400 － 3,000

た な 卸 資 産 1,857 1,932 1,934

そ の 他 1,551 1,550 1,615

流 動 資 産 合 計 8,961 29.8 7,345 25.0 8,454 28.2

建 物 7,700 7,653 7,823

土 地 3,149 3,149 3,149

そ の 他 1,405 1,489 1,455

有 形 固 定 資 産 合 計 12,255 40.7 12,292 41.8 12,428 41.4

ソ フ ト ウ ェ ア 350 456 428

そ の 他 63 49 57

無 形 固 定 資 産 合 計 414 1.4 506 1.7 485 1.6

投 資 有 価 証 券 814 1,242 924

長 期 貸 付 金 19 26 22

差 入 保 証 金 3,100 3,800 3,246

差 入 敷 金 3,470 3,369 3,470

前 払 年 金 費 用 822 735 799

そ の 他 239 114 160

投資その他の資産合計 8,466 28.1 9,289 31.5 8,623 28.8

固 定 資 産 合 計 21,135 70.2 22,088 75.0 21,537 71.8

30,097 100.0 29,434 100.0 29,991 100.0

（資　産　の　部）

固 定 資 産

流 動 資 産

中　間　貸　借　対　照　表

金　　　額

（平成19年8月31日現在）（平成20年8月31日現在）

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

前事業年度末の

要約貸借対照表

百万円

金　　　額 金　　　額

（平成20年2月29日現在）

-21-



㈱東武ストア（8274）　平成21年2月期 中間決算短信

　　　　　　　　　期　　　　別

科　　　　目

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

3,200 3,186 3,026

902 982 952

100 96 146

22 21 42

169 129 150

153 150 171

－ － 25

39 － 43

112 － －

1,424 1,211 1,569

6,124 20.3 5,778 19.6 6,127 20.4

710 1,612 1,151

2,622 2,540 2,595

135 － 148

263 274 265

3,731 12.4 4,427 15.1 4,160 13.9

9,855 32.7 10,205 34.7 10,288 34.3

9,022 30.0 9,022 30.6 9,022 30.1

3,014 3,014 3,014

5,046 5,045 5,046

8,061 26.8 8,060 27.4 8,061 26.9

繰 越 利 益 剰 余 金 6,236 4,801 5,586

6,236 20.7 4,801 16.3 5,586 18.6

△ 48 △ 0.2 △ 39 △ 0.1 △ 43 △ 0.2

23,271 77.3 21,844 74.2 22,625 75.4

422 1.4 835 2.8 529 1.8

△ 3,451 △ 11.4 △ 3,451 △ 11.7 △ 3,451 △ 11.5

△ 3,029 △ 10.0 △ 2,616 △ 8.9 △ 2,922 △ 9.7

20,242 67.3 19,228 65.3 19,703 65.7

30,097 100.0 29,434 100.0 29,991 100.0

商 品 券 等 回 収 損 失 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

前事業年度末の

（平成20年2月29日現在）

構成比

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末
要約貸借対照表

金　　　額構成比 金　　　額 構成比

負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 準 備 金

株 主 資 本

資 本 金

金　　　額

（ 負　債  の  部 ）

流 動 負 債

未 払 消 費 税

賞 与 引 当 金

そ の 他

一 年 以 内 に 返 済 す る

長 期 借 入 金

（平成19年8月31日現在）（平成20年8月31日現在）

買 掛 金

（ 純  資　産  の  部 ）

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税

そ の 他

役 員 賞 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計
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　　　　　　　　期　　　　　　別

  自　平成20年3月 １日   自　平成19年3月 １日

科　　　　　　目   至　平成20年8月31日   至　平成19年8月31日

金　　額 金　　額 金　　額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

39,908 100.0 38,860 100.0 77,743 100.0

29,505 73.9 28,770 74.0 57,427 73.9

売 上 総 利 益 10,402 26.1 10,090 26.0 20,315 26.1

589 1.4 568 1.4 1,143 1.5

営 業 総 利 益 10,992 27.5 10,659 27.4 21,459 27.6

9,789 24.5 9,390 24.1 19,149 24.6

営 業 利 益 1,203 3.0 1,268 3.3 2,309 3.0

139 0.4 124 0.3 277 0.4

32 0.1 59 0.2 111 0.2

経 常 利 益 1,309 3.3 1,333 3.4 2,475 3.2

117 0.3 84 0.2 391 0.5

税引前中間（当期）純利益 1,191 3.0 1,249 3.2 2,083 2.7

49 0.1 46 0.1 96 0.1

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,142 2.9 1,202 3.1 1,987 2.6

中　間　損　益　計　算　書

  至　平成20年2月29日

要約損益計算書

前事業年度の

  自　平成19年3月 １日

当中間会計期間 前中間会計期間

百分比 百分比 百分比

売 上 高

売 上 原 価

管 理 収 入 等

特 別 損 失

法 人 住 民 税

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

-23-



㈱東武ストア（8274）　平成21年2月期 中間決算短信

利益剰余金

その他利益 自己株式 株主資本 その他 土地 純資産

資本金 資本 その他 剰余金 合計 有価証券 再評価 合計

準備金 資本 評価差額金 差額金

剰余金 繰越利益

剰余金

平成20年2月29日残高 9,022 3,014 5,046 5,586 △ 43 22,625 529 △ 3,451 19,703

中間会計期間中の変動額

　　剰余金の配当 - - - △ 492 - △ 492 - - △ 492

　　中間純利益 - - - 1,142 - 1,142 - - 1,142

　　自己株式の取得 - - - - △ 5 △ 5 - - △ 5

　　自己株式の処分 - - 0 - 0 1 - - 1

　　株主資本以外の項目の中間

　　会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 - - 0 650 △ 4 645 △ 107 - 538

平成20年8月31日残高 9,022 3,014 5,046 6,236 △ 48 23,271 422 △ 3,451 20,242

利益剰余金

その他利益 自己株式 株主資本 その他 土地 純資産

資本金 資本 その他 剰余金 合計 有価証券 再評価 合計

準備金 資本 評価差額金 差額金

剰余金 繰越利益

剰余金

平成19年2月28日残高 9,022 3,014 5,045 4,091 △ 34 21,139 711 △ 3,451 18,399

中間会計期間中の変動額

　　剰余金の配当 - - - △ 492 - △ 492 - - △ 492

　　中間純利益 - - - 1,202 - 1,202 - - 1,202

　　自己株式の取得 - - - - △ 5 △ 5 - - △ 5

　　自己株式の処分 - - 0 - 0 0 - - 0

　　株主資本以外の項目の中間

　　会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 - - 0 710 △ 5 705 123 - 828

平成19年8月31日残高 9,022 3,014 5,045 4,801 △ 39 21,844 835 △ 3,451 19,228

123- - 123 -

評価・換算差額等

資本剰余金

- - - -

株　主　資　本

中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(単位：百万円）

- - - -

前中間会計期間　（自　平成19年3月1日　　至　平成19年8月31日）

当中間会計期間　（自　平成20年3月1日　　至　平成20年8月31日） (単位：百万円）

- △ 107

株　主　資　本 評価・換算差額等

資本剰余金

- - △ 107
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前事業年度の株主資本等変動計算書　（自　平成19年3月1日　　至　平成20年2月29日）

利益剰余金

その他利益 自己株式 株主資本 その他 土地 純資産

資本金 資本 その他 剰余金 合計 有価証券 再評価 合計

準備金 資本 評価差額金 差額金

剰余金 繰越利益

剰余金

平成19年2月28日残高 9,022 3,014 5,045 4,091 △ 34 21,139 711 △ 3,451 18,399

事業年度中の変動額

　　剰余金の配当 - - - △ 492 - △ 492 - - △ 492

　　当期純利益 - - - 1,987 - 1,987 - - 1,987

　　自己株式の取得 - - - - △ 10 △ 10 - - △ 10

　　自己株式の処分 - - 0 - 1 1 - - 1

　　株主資本以外の項目の

　　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 - - 0 1,494 △ 8 1,486 △ 182 - 1,304

平成20年2月29日残高 9,022 3,014 5,046 5,586 △ 43 22,625 529 △ 3,451 19,703

(単位：百万円）

株　主　資　本 評価・換算差額等

△ 182- - - △ 182 -

資本剰余金

- - -
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　定額法

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
　建　　　 　　　　　　　物　8～39年 構     築     物　 8～20年
  機械装置及び運搬具　5～14年 器　 具  備　 品  3～15年

　（追加情報）
   法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく
減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額
と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。
   これにより、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益がそれぞれ52百万円減少しております。

引当金の計上基準

　1. ポイント引当金

   ポイントカード制度により顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備え、ポイント未使用残高に対し、
使用実績率に基づき算出した将来使用されると見込まれる額を計上しております。

　（追加情報）
   従来、ポイントカード制度により付与したポイントについては、ポイント使用時に費用処理しておりましたが、
制度導入以来相当の年数が経過し、使用実績率の把握が可能になったことから、より適正な期間損益計算を
目的として当中間会計期間より、将来使用されると見込まれる額をポイント引当金として計上しております。
   これに伴い、当中間会計期間に発生したポイントに対応する金額を販売費及び一般管理費に、過年度に発
生したポイントに対応する金額を特別損失に計上しております。
   この結果、従来の方法によった場合と比較して営業利益及び経常利益は12百万円、税引前中間純利益は
112百万円減少しております。

　2. 商品券等回収損失引当金

   一定期間経過後に収益に計上している未回収の商品券等について、将来回収された場合に発生する損失
に備え、過去の回収実績に基づき損失発生見込額を計上しております。

　（追加情報）
   一定期間経過後に収益に計上した未回収の商品券等は、従来、回収時に費用処理しておりましたが、前事
業年度の下期より、過去の回収実績に基づき、損失発生見込額を引当金として計上する方法に変更しており
ます。
   従って前中間会計期間は従来の方法によっており、当中間会計期間と同一の方法を採用した場合と比べ、
税引前中間純利益が35百万円多く計上されております。

　3. 役員退職慰労引当金

   役員退職慰労金の支出に備え、内規に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。

　（追加情報）
   役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、前事業年度の下期より、内規に基づ
く期末要支給額を引当金として計上する方法に変更しております。
   従って、前中間会計期間は従来の方法によっており、当中間会計期間と同一の方法を採用した場合と比べ、
営業利益及び経常利益は16百万円、税引前中間純利益は131百万円多く計上されております。
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注　記　事　項

（中間損益計算書関係）

1. 減価償却実施額
526 百万円 468 百万円 947 百万円
82 百万円 78 百万円 158 百万円

608 百万円 546 百万円 1,106 百万円

2. 営業外収益の主な内訳
81 百万円 63 百万円 158 百万円
10 百万円 9 百万円 19 百万円
8 百万円 14 百万円 26 百万円

3. 営業外費用の主な内訳
14 百万円 21 百万円 31 百万円
13 百万円 22 百万円 39 百万円

4. 特別損失の主な内訳
100 百万円 - 百万円 - 百万円
13 百万円 82 百万円 188 百万円
- 百万円 - 百万円 115 百万円
- 百万円 - 百万円 35 百万円
- 百万円 - 百万円 34 百万円

受 取 手 数 料

前事業年度

計

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

前中間会計期間当中間会計期間

減 損 損 失

ポ イ ン ト 引 当 金 繰 入 額
固 定 資 産 除 却 損

受 取 地 代 家 賃
受 取 利 息

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額
商品券等回収損失引当金繰入額

支 払 利 息
固 定 資 産 廃 棄 損
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　　　期　　　　別

　　区　　　　分
金　額 月平均 構成比 金　額 月平均 構成比 金　額 月平均 構成比

％ ％ ％ ％

売 加 工 食 品 15,420 2,570 38.1 14,607 2,434 37.1 5.6 29,360 2,446 37.2

生 鮮 食 品 14,753 2,458 36.4 14,079 2,346 35.7 4.8 28,402 2,366 36.0

上 衣 料 品 1,893 315 4.7 2,177 362 5.5 △ 13.1 4,191 349 5.3

生 活 用 品 1,513 252 3.7 1,588 264 4.0 △ 4.8 3,233 269 4.1

高 商 事 296 49 0.7 306 51 0.8 △ 3.3 597 49 0.8

専 門 店 6,031 1,005 14.9 6,100 1,016 15.5 △ 1.1 11,957 996 15.2

合　計 39,908 6,651 98.5 38,860 6,476 98.6 2.7 77,743 6,478 98.6

589 98 1.5 568 94 1.4 3.7 1,143 95 1.4

40,497 6,749 100.0 39,429 6,571 100.0 2.7 78,886 6,573 100.0

管 理 収 入 等

営 業 収 益 計

営 業 収 益 の 内 訳

対前年

増減率

（単位：百万円）

中間期
当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度
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